
2009年12月4日に企業会計基準委員会より企業会計基準第24号「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準」（以下、基準という）及び企業会計基準適用指針第24号「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準の適用指針」（以下、適用指針という）が公表され、2011年4月1日以後開始する事業年度の期首

以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から適用されています（ただし、未適用の会計基準等

に関する注記は2011年4月1日以後開始事業年度から適用）。これに伴って、2010年9月30日に財務諸表の

用語、様式及び作成方法に関する規則（以下、財規という）等が改正され、当事業年度の財務諸表は、その

一部を構成するものとして比較情報を含めて作成しなければならないとされました。

比較情報に関しては、日本公認会計士協会から会計制度委員会研究報告第14号「比較情報の取扱いに

関する研究報告（中間報告）」（以下、研究報告という）が2012年5月15日に公表され、実務上の論点の解釈

が新たに示されました。当該研究報告は、公認会計士の業務の参考に資することを目的として公表されたも

のですが、企業の実務においても参考となりますので、本Monthly Reportにおいて、その内容を中心に解説

します。

なお、本文中、意見にわたる部分は筆者の個人的な見解であることを、あらかじめ申し添えます。

1. 比較情報とは

比較情報とは、当事業年度に係る財務諸表（附属明細表を除く）に記載された事項に対応する前事業年度

に係る事項をいいます 　　  　（財規6）。

比較情報としての前期の財務数値は、前期に提出された財務諸表自体を全体として修正したものではなく、

当期の財務諸表に含まれる比較情報の当期の財務数値に対応する前期の数値を期間比較の観点から、必

要な限りで修正・記載したものであると位置づけられます（企業会計審議会「監査基準の改訂について」2010

年3月26日）。

（注1）連結財務諸表においては、当連結会計年度に係る連結財務諸表（連結付属明細表を除く）に記載された事項に対応する前連

結会計年度に係る事項をいう（連結財規8の3）

2. 比較情報の開示に関する基本的な考え方

財務諸表等規則ガイドライン6において、比較情報に関する留意点が以下のように示されています。
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・当事業年度に係る財務諸表において記載されたすべての数値について、原則として、対応する前事業年

度に係る数値を含めなければならない。

・当事業年度に係る財務諸表の理解に資すると認められる場合には、前事業年度に係る定性的な情報を

含めなければならない。

したがって、比較情報の開示は当事業年度に係る財務諸表の開示が基礎になります。ただし、その開示

の要否の検討に際しては、財務諸表利用者の意思決定に資するものかどうか、企業の業績等に関する適正

な判断のために必要かどうか、といった点について慎重に判断する必要があると考えられます。

3. 比較情報の開示に関する具体的な留意点（個別及び連結財務諸表）

(1) 重要な会計方針

① 全般的事項

比較情報としての前事業年度の財務諸表は、会計方針の変更等がない限り、当事業年度の財務諸

表と同一の会計方針によって作成されます。したがって、前事業年度の会計方針に関する注記を敢えて

繰り返して記載する必要はないと考えられます。

② 会計方針等の変更

当事業年度に会計方針の変更等が行われた場合、所定の注記が記載されるのに加え、原則として遡

及処理が行われるため、比較情報としての前事業年度の財務情報は当事業年度の財務諸表と同一の

会計方針によって作成されます。また、遡及処理が行われなかった場合においても、所定の注記が記載

されるため、会計方針等の変更の概要は把握できると考えられます。したがって、当事業年度に会計方

針等の変更が行われた場合であっても、前事業年度の会計方針に関する注記を敢えて繰り返して記載

する必要はないと考えられます。

また、前事業年度に会計方針の変更等が行われた場合、当該変更は当事業年度の財務諸表及び比

較情報としての前事業年度の財務情報に反映されているため、当該変更に係る注記の記載は不要であ

ると考えられます。

③ 引当金の計上基準

前事業年度において引当金を計上し、前事業年度の財務諸表において引当金の計上基準を重要な

会計方針として記載していたものの、当事業年度において引当金の対象となる事実がなくなり、当該引

当金を計上しなくなることがあります。この場合、当事業年度における会計方針として、引当金の計上基

準を記載する必要はないと考えられます。ただし、前事業年度において計上していた引当金の重要性が

高く、当該引当金の計上基準を開示することが財務諸表利用者の意思決定に資するものであり、企業

の業績等に関する適正な判断のために必要と判断されるときには、記載しなければなりません。

④ 会計方針の変更と表示方法の変更の区別

会計処理の変更に伴う表示方法の変更は「会計方針の変更」として取り扱い、会計処理の変更を伴

わない表示方法の変更（表示区分を超える変更を含む）は「表示方法の変更」として取り扱います（適用
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指針7項、15項）。ここで、会計処理の変更とは、資産及び負債並びに損益の認識又は測定についての

変更を意味します（適用指針19項参照）。

したがって、たとえば、不動産賃貸収入の表示を単に営業外収益から売上高に変更するだけであれ

ば表示方法の変更となりますが、売上高と売上原価の総額表示を純額表示に変更する場合には会計

方針の変更となります。

(2) 営業外又は特別損益項目の別掲表示

固定資産売却損益のように、その重要性によって表示科目及び表示区分が以下のように複数考えられ

るケースがあります。

・営業外損益で別掲

・営業外損益の「その他」に包含

・特別損益で別掲

・特別損益の「その他」に包含

前事業年度と当事業年度における重要性が変化したことにより表示方法を変更する場合、財務諸表の

組替えに関する取扱いは以下のとおりとなります。

① 表示方法を変更するものの、表示区分は変更しないケース

前事業年度と当事業年度において営業外損益又は特別損益という表示区分は変更しないものの、固

定資産売却損益として別掲する又は「その他」として一括表示することにより表示方法を変更する場合、

財務諸表の組替えを行い、所要の注記を行います。

（例）前事業年度：固定資産売却益400が発生し、特別利益に別掲

当事業年度：固定資産売却益200が発生し、特別利益「その他」で一括表示

＜前事業年度＞
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2009年12月4日に企業会計基準委員会より企業会計基準第24号「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準」（以下、基準という）及び企業会計基準適用指針第24号「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準の適用指針」（以下、適用指針という）が公表され、2011年4月1日以後開始する事業年度の期首

以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から適用されています（ただし、未適用の会計基準等

に関する注記は2011年4月1日以後開始事業年度から適用）。これに伴って、2010年9月30日に財務諸表の

用語、様式及び作成方法に関する規則（以下、財規という）等が改正され、当事業年度の財務諸表は、その

一部を構成するものとして比較情報を含めて作成しなければならないとされました。

比較情報に関しては、日本公認会計士協会から会計制度委員会研究報告第14号「比較情報の取扱いに

関する研究報告（中間報告）」（以下、研究報告という）が2012年5月15日に公表され、実務上の論点の解釈

が新たに示されました。当該研究報告は、公認会計士の業務の参考に資することを目的として公表されたも

のですが、企業の実務においても参考となりますので、本Monthly Reportにおいて、その内容を中心に解説

します。

なお、本文中、意見にわたる部分は筆者の個人的な見解であることを、あらかじめ申し添えます。

1. 比較情報とは

比較情報とは、当事業年度に係る財務諸表（附属明細表を除く）に記載された事項に対応する前事業年度

に係る事項をいいます 　　  　（財規6）。

比較情報としての前期の財務数値は、前期に提出された財務諸表自体を全体として修正したものではなく、

当期の財務諸表に含まれる比較情報の当期の財務数値に対応する前期の数値を期間比較の観点から、必

要な限りで修正・記載したものであると位置づけられます（企業会計審議会「監査基準の改訂について」2010

年3月26日）。

（注1）連結財務諸表においては、当連結会計年度に係る連結財務諸表（連結付属明細表を除く）に記載された事項に対応する前連

結会計年度に係る事項をいう（連結財規8の3）

2. 比較情報の開示に関する基本的な考え方

財務諸表等規則ガイドライン6において、比較情報に関する留意点が以下のように示されています。

・当事業年度に係る財務諸表において記載されたすべての数値について、原則として、対応する前事業年

度に係る数値を含めなければならない。

・当事業年度に係る財務諸表の理解に資すると認められる場合には、前事業年度に係る定性的な情報を

含めなければならない。

したがって、比較情報の開示は当事業年度に係る財務諸表の開示が基礎になります。ただし、その開示

の要否の検討に際しては、財務諸表利用者の意思決定に資するものかどうか、企業の業績等に関する適正

な判断のために必要かどうか、といった点について慎重に判断する必要があると考えられます。

3. 比較情報の開示に関する具体的な留意点（個別及び連結財務諸表）

(1) 重要な会計方針

① 全般的事項

比較情報としての前事業年度の財務諸表は、会計方針の変更等がない限り、当事業年度の財務諸

表と同一の会計方針によって作成されます。したがって、前事業年度の会計方針に関する注記を敢えて

繰り返して記載する必要はないと考えられます。

② 会計方針等の変更

当事業年度に会計方針の変更等が行われた場合、所定の注記が記載されるのに加え、原則として遡

及処理が行われるため、比較情報としての前事業年度の財務情報は当事業年度の財務諸表と同一の

会計方針によって作成されます。また、遡及処理が行われなかった場合においても、所定の注記が記載

されるため、会計方針等の変更の概要は把握できると考えられます。したがって、当事業年度に会計方

針等の変更が行われた場合であっても、前事業年度の会計方針に関する注記を敢えて繰り返して記載

する必要はないと考えられます。

また、前事業年度に会計方針の変更等が行われた場合、当該変更は当事業年度の財務諸表及び比

較情報としての前事業年度の財務情報に反映されているため、当該変更に係る注記の記載は不要であ

ると考えられます。

③ 引当金の計上基準

前事業年度において引当金を計上し、前事業年度の財務諸表において引当金の計上基準を重要な

会計方針として記載していたものの、当事業年度において引当金の対象となる事実がなくなり、当該引

当金を計上しなくなることがあります。この場合、当事業年度における会計方針として、引当金の計上基

準を記載する必要はないと考えられます。ただし、前事業年度において計上していた引当金の重要性が

高く、当該引当金の計上基準を開示することが財務諸表利用者の意思決定に資するものであり、企業

の業績等に関する適正な判断のために必要と判断されるときには、記載しなければなりません。

④ 会計方針の変更と表示方法の変更の区別

会計処理の変更に伴う表示方法の変更は「会計方針の変更」として取り扱い、会計処理の変更を伴

わない表示方法の変更（表示区分を超える変更を含む）は「表示方法の変更」として取り扱います（適用

指針7項、15項）。ここで、会計処理の変更とは、資産及び負債並びに損益の認識又は測定についての

変更を意味します（適用指針19項参照）。

したがって、たとえば、不動産賃貸収入の表示を単に営業外収益から売上高に変更するだけであれ

ば表示方法の変更となりますが、売上高と売上原価の総額表示を純額表示に変更する場合には会計

方針の変更となります。

(2) 営業外又は特別損益項目の別掲表示

固定資産売却損益のように、その重要性によって表示科目及び表示区分が以下のように複数考えられ

るケースがあります。

・営業外損益で別掲

・営業外損益の「その他」に包含

・特別損益で別掲

・特別損益の「その他」に包含

前事業年度と当事業年度における重要性が変化したことにより表示方法を変更する場合、財務諸表の

組替えに関する取扱いは以下のとおりとなります。

① 表示方法を変更するものの、表示区分は変更しないケース

前事業年度と当事業年度において営業外損益又は特別損益という表示区分は変更しないものの、固

定資産売却損益として別掲する又は「その他」として一括表示することにより表示方法を変更する場合、

財務諸表の組替えを行い、所要の注記を行います。

（例）前事業年度：固定資産売却益400が発生し、特別利益に別掲

当事業年度：固定資産売却益200が発生し、特別利益「その他」で一括表示

＜前事業年度＞

 

＜当事業年度＞

※1：固定資産売却益400＋その他300

※2：固定資産売却益200＋その他300

② 表示区分を変更するケース

前事業年度と当事業年度のいずれも固定資産売却損益が発生しているものの、その重要性が変化し

たことにより、前事業年度においては特別損益（又は営業外損益）で表示することが適切であったものが、

当事業年度においては営業外損益（又は特別損益）で表示することが適切となった場合、表示方法の変

更には該当せず、財務諸表の組替えは行わないものと考えられます。

③ 前事業年度において発生がなかったケース

前事業年度において固定資産売却損益が発生しなかったものの、当事業年度において発生した場合、

その重要性に応じて営業外損益又は特別損益において別掲又は「その他」として一括表示します。

（例）前事業年度：固定資産売却益の発生なし

当事業年度：固定資産売却益500が発生し、特別利益で別掲

＜当事業年度＞

④ 当事業年度において発生がなかったケース

前事業年度において固定資産売却損益が発生していたものの、当事業年度においては発生がなかっ

た場合で、前事業年度において営業外損益又は特別損益で別掲していたときは当事業年度の該当科

目は「－」として表示し、営業外損益又は特別損益の「その他」として一括表示していたときは特段の対

応は不要と考えられます。
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特別利益 

固定資産売却益

その他　

特別利益合計 

前事業年度 当事業年度

×2年3月期×1年3月期

-

×××

×××

400

×××

×××



2009年12月4日に企業会計基準委員会より企業会計基準第24号「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準」（以下、基準という）及び企業会計基準適用指針第24号「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準の適用指針」（以下、適用指針という）が公表され、2011年4月1日以後開始する事業年度の期首

以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から適用されています（ただし、未適用の会計基準等

に関する注記は2011年4月1日以後開始事業年度から適用）。これに伴って、2010年9月30日に財務諸表の

用語、様式及び作成方法に関する規則（以下、財規という）等が改正され、当事業年度の財務諸表は、その

一部を構成するものとして比較情報を含めて作成しなければならないとされました。

比較情報に関しては、日本公認会計士協会から会計制度委員会研究報告第14号「比較情報の取扱いに

関する研究報告（中間報告）」（以下、研究報告という）が2012年5月15日に公表され、実務上の論点の解釈

が新たに示されました。当該研究報告は、公認会計士の業務の参考に資することを目的として公表されたも

のですが、企業の実務においても参考となりますので、本Monthly Reportにおいて、その内容を中心に解説

します。

なお、本文中、意見にわたる部分は筆者の個人的な見解であることを、あらかじめ申し添えます。

1. 比較情報とは

比較情報とは、当事業年度に係る財務諸表（附属明細表を除く）に記載された事項に対応する前事業年度

に係る事項をいいます 　　  　（財規6）。

比較情報としての前期の財務数値は、前期に提出された財務諸表自体を全体として修正したものではなく、

当期の財務諸表に含まれる比較情報の当期の財務数値に対応する前期の数値を期間比較の観点から、必

要な限りで修正・記載したものであると位置づけられます（企業会計審議会「監査基準の改訂について」2010

年3月26日）。

（注1）連結財務諸表においては、当連結会計年度に係る連結財務諸表（連結付属明細表を除く）に記載された事項に対応する前連

結会計年度に係る事項をいう（連結財規8の3）

2. 比較情報の開示に関する基本的な考え方

財務諸表等規則ガイドライン6において、比較情報に関する留意点が以下のように示されています。

・当事業年度に係る財務諸表において記載されたすべての数値について、原則として、対応する前事業年

度に係る数値を含めなければならない。

・当事業年度に係る財務諸表の理解に資すると認められる場合には、前事業年度に係る定性的な情報を

含めなければならない。

したがって、比較情報の開示は当事業年度に係る財務諸表の開示が基礎になります。ただし、その開示

の要否の検討に際しては、財務諸表利用者の意思決定に資するものかどうか、企業の業績等に関する適正

な判断のために必要かどうか、といった点について慎重に判断する必要があると考えられます。

3. 比較情報の開示に関する具体的な留意点（個別及び連結財務諸表）

(1) 重要な会計方針

① 全般的事項

比較情報としての前事業年度の財務諸表は、会計方針の変更等がない限り、当事業年度の財務諸

表と同一の会計方針によって作成されます。したがって、前事業年度の会計方針に関する注記を敢えて

繰り返して記載する必要はないと考えられます。

② 会計方針等の変更

当事業年度に会計方針の変更等が行われた場合、所定の注記が記載されるのに加え、原則として遡

及処理が行われるため、比較情報としての前事業年度の財務情報は当事業年度の財務諸表と同一の

会計方針によって作成されます。また、遡及処理が行われなかった場合においても、所定の注記が記載

されるため、会計方針等の変更の概要は把握できると考えられます。したがって、当事業年度に会計方

針等の変更が行われた場合であっても、前事業年度の会計方針に関する注記を敢えて繰り返して記載

する必要はないと考えられます。

また、前事業年度に会計方針の変更等が行われた場合、当該変更は当事業年度の財務諸表及び比

較情報としての前事業年度の財務情報に反映されているため、当該変更に係る注記の記載は不要であ

ると考えられます。

③ 引当金の計上基準

前事業年度において引当金を計上し、前事業年度の財務諸表において引当金の計上基準を重要な

会計方針として記載していたものの、当事業年度において引当金の対象となる事実がなくなり、当該引

当金を計上しなくなることがあります。この場合、当事業年度における会計方針として、引当金の計上基

準を記載する必要はないと考えられます。ただし、前事業年度において計上していた引当金の重要性が

高く、当該引当金の計上基準を開示することが財務諸表利用者の意思決定に資するものであり、企業

の業績等に関する適正な判断のために必要と判断されるときには、記載しなければなりません。

④ 会計方針の変更と表示方法の変更の区別

会計処理の変更に伴う表示方法の変更は「会計方針の変更」として取り扱い、会計処理の変更を伴

わない表示方法の変更（表示区分を超える変更を含む）は「表示方法の変更」として取り扱います（適用

指針7項、15項）。ここで、会計処理の変更とは、資産及び負債並びに損益の認識又は測定についての

変更を意味します（適用指針19項参照）。

したがって、たとえば、不動産賃貸収入の表示を単に営業外収益から売上高に変更するだけであれ

ば表示方法の変更となりますが、売上高と売上原価の総額表示を純額表示に変更する場合には会計

方針の変更となります。

(2) 営業外又は特別損益項目の別掲表示

固定資産売却損益のように、その重要性によって表示科目及び表示区分が以下のように複数考えられ

るケースがあります。

・営業外損益で別掲

・営業外損益の「その他」に包含

・特別損益で別掲

・特別損益の「その他」に包含

前事業年度と当事業年度における重要性が変化したことにより表示方法を変更する場合、財務諸表の

組替えに関する取扱いは以下のとおりとなります。

① 表示方法を変更するものの、表示区分は変更しないケース

前事業年度と当事業年度において営業外損益又は特別損益という表示区分は変更しないものの、固

定資産売却損益として別掲する又は「その他」として一括表示することにより表示方法を変更する場合、

財務諸表の組替えを行い、所要の注記を行います。

（例）前事業年度：固定資産売却益400が発生し、特別利益に別掲

当事業年度：固定資産売却益200が発生し、特別利益「その他」で一括表示

＜前事業年度＞

 

（例）前事業年度：固定資産売却益400が発生し、特別利益で別掲

当事業年度：固定資産売却益の発生なし

＜当事業年度＞

(3) 注記

① 全般的事項

表示方法には財務諸表の作成に当たって採用した注記による開示の方法が含まれる（基準4項(2)）た

め、注記の方法の変更は表示方法の変更に該当し、原則として財務諸表（注記）の組替えが必要となり

ます。

たとえば、販売費及び一般管理費の表示について、損益計算書では「販売費及び一般管理費」の科

目で一括掲記し、その主要な費目及びその金額を注記している場合において、前事業年度に「その他」

として表示していた費目の重要性が当事業年度に高まって別掲するときには、比較情報としての前期の

注記を組み替え、原則として表示方法の変更に関する注記を行います。なお、注記すべき事項に重要

性が乏しい場合には、注記を省略することもできます（財規8の3の4第3項）。

② 性質上比較情報が不要と考えられる注記

注記の性質上、比較情報制度になじまないと考えられる注記については、一般的には前事業年度に

おける注記を比較情報として記載することは不要と考えられます。たとえば、以下のような注記が該当し

ます。

・企業結合等に関する注記

・後発事象等に関する注記

・継続企業の前提に関する注記

なお、詳細につきましては、Monthly Report Vol.39をご参照ください。

4. 比較情報の開示に関する具体的な留意点（連結財務諸表）

(1) 連結財務諸表を新規に作成した場合

他の会社の支配を獲得した等の理由により新たに連結財務諸表を作成する場合、当連結会計年度に

(注1)

特別利益 

固定資産売却益

その他　

特別利益合計 

前事業年度 当事業年度

×1年3月期×0年3月期

400

300

700

×××

×××

×××

特別利益 

その他　

特別利益合計 

前事業年度 当事業年度

×2年3月期×1年3月期

500※2

500

700※1

700

特別利益 

固定資産売却益

その他　

特別利益合計 

前事業年度 当事業年度

×2年3月期×1年3月期

500

×××

×××

-

×××

×××

特別利益 

固定資産売却益

その他　

特別利益合計 

前事業年度 当事業年度

×2年3月期×1年3月期

-

×××

×××

400

×××

×××



2009年12月4日に企業会計基準委員会より企業会計基準第24号「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準」（以下、基準という）及び企業会計基準適用指針第24号「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準の適用指針」（以下、適用指針という）が公表され、2011年4月1日以後開始する事業年度の期首

以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から適用されています（ただし、未適用の会計基準等

に関する注記は2011年4月1日以後開始事業年度から適用）。これに伴って、2010年9月30日に財務諸表の

用語、様式及び作成方法に関する規則（以下、財規という）等が改正され、当事業年度の財務諸表は、その

一部を構成するものとして比較情報を含めて作成しなければならないとされました。

比較情報に関しては、日本公認会計士協会から会計制度委員会研究報告第14号「比較情報の取扱いに

関する研究報告（中間報告）」（以下、研究報告という）が2012年5月15日に公表され、実務上の論点の解釈

が新たに示されました。当該研究報告は、公認会計士の業務の参考に資することを目的として公表されたも

のですが、企業の実務においても参考となりますので、本MonthlyReportにおいて、その内容を中心に解説し

ます。

なお、本文中、意見にわたる部分は筆者の個人的な見解であることを、あらかじめ申し添えます。

1. 比較情報とは

比較情報とは、当事業年度に係る財務諸表（附属明細表を除く）に記載された事項に対応する前事業年度

に係る事項をいいます(注1)　（財規6）。

比較情報としての前期の財務数値は、前期に提出された財務諸表自体を全体として修正したものではなく、

当期の財務諸表に含まれる比較情報の当期の財務数値に対応する前期の数値を期間比較の観点から、必

要な限りで修正・記載したものであると位置づけられます（企業会計審議会「監査基準の改訂について」2010

年3月26日）。

（注1）連結財務諸表においては、当連結会計年度に係る連結財務諸表（連結付属明細表を除く）に記載された事項に対応する前連

結会計年度に係る事項をいう（連結財規8の3）

2. 比較情報の開示に関する基本的な考え方

財務諸表等規則ガイドライン6において、比較情報に関する留意点が以下のように示されています。

・当事業年度に係る財務諸表において記載されたすべての数値について、原則として、対応する前事業年

度に係る数値を含めなければならない。

・当事業年度に係る財務諸表の理解に資すると認められる場合には、前事業年度に係る定性的な情報を

含めなければならない。

したがって、比較情報の開示は当事業年度に係る財務諸表の開示が基礎になります。ただし、その開示

の要否の検討に際しては、財務諸表利用者の意思決定に資するものかどうか、企業の業績等に関する適正

な判断のために必要かどうか、といった点について慎重に判断する必要があると考えられます。

3. 比較情報の開示に関する具体的な留意点（個別及び連結財務諸表）

(1) 重要な会計方針

① 全般的事項

比較情報としての前事業年度の財務諸表は、会計方針の変更等がない限り、当事業年度の財務諸

表と同一の会計方針によって作成されます。したがって、前事業年度の会計方針に関する注記を敢えて

繰り返して記載する必要はないと考えられます。

② 会計方針等の変更

当事業年度に会計方針の変更等が行われた場合、所定の注記が記載されるのに加え、原則として遡

及処理が行われるため、比較情報としての前事業年度の財務情報は当事業年度の財務諸表と同一の

会計方針によって作成されます。また、遡及処理が行われなかった場合においても、所定の注記が記載

されるため、会計方針等の変更の概要は把握できると考えられます。したがって、当事業年度に会計方

針等の変更が行われた場合であっても、前事業年度の会計方針に関する注記を敢えて繰り返して記載

する必要はないと考えられます。

また、前事業年度に会計方針の変更等が行われた場合、当該変更は当事業年度の財務諸表及び比

較情報としての前事業年度の財務情報に反映されているため、当該変更に係る注記の記載は不要であ

ると考えられます。

③ 引当金の計上基準

前事業年度において引当金を計上し、前事業年度の財務諸表において引当金の計上基準を重要な

会計方針として記載していたものの、当事業年度において引当金の対象となる事実がなくなり、当該引

当金を計上しなくなることがあります。この場合、当事業年度における会計方針として、引当金の計上基

準を記載する必要はないと考えられます。ただし、前事業年度において計上していた引当金の重要性が

高く、当該引当金の計上基準を開示することが財務諸表利用者の意思決定に資するものであり、企業

の業績等に関する適正な判断のために必要と判断されるときには、記載しなければなりません。

④ 会計方針の変更と表示方法の変更の区別

会計処理の変更に伴う表示方法の変更は「会計方針の変更」として取り扱い、会計処理の変更を伴

わない表示方法の変更（表示区分を超える変更を含む）は「表示方法の変更」として取り扱います（適用

指針7項、15項）。ここで、会計処理の変更とは、資産及び負債並びに損益の認識又は測定についての

変更を意味します（適用指針19項参照）。

したがって、たとえば、不動産賃貸収入の表示を単に営業外収益から売上高に変更するだけであれ

ば表示方法の変更となりますが、売上高と売上原価の総額表示を純額表示に変更する場合には会計

方針の変更となります。

(2) 営業外又は特別損益項目の別掲表示

固定資産売却損益のように、その重要性によって表示科目及び表示区分が以下のように複数考えられ

るケースがあります。

・営業外損益で別掲

・営業外損益の「その他」に包含

・特別損益で別掲

・特別損益の「その他」に包含

前事業年度と当事業年度における重要性が変化したことにより表示方法を変更する場合、財務諸表の

組替えに関する取扱いは以下のとおりとなります。

① 表示方法を変更するものの、表示区分は変更しないケース

前事業年度と当事業年度において営業外損益又は特別損益という表示区分は変更しないものの、固

定資産売却損益として別掲する又は「その他」として一括表示することにより表示方法を変更する場合、

財務諸表の組替えを行い、所要の注記を行います。

（例）前事業年度：固定資産売却益400が発生し、特別利益に別掲

当事業年度：固定資産売却益200が発生し、特別利益「その他」で一括表示

＜前事業年度＞

 

対応する比較情報は存在しないため、比較情報の開示の必要はありません。

また、当連結会計年度に対応する比較情報が存在しないことから、連結財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項に関する変更（会計方針の変更）については記載の必要がなく、たとえ、支配を獲得した

子会社が当連結会計年度において会計方針の変更を行っていたとしても不要となります。ただし、親会社

の個別財務諸表において会計方針の変更が行われている場合には、当該変更に関する注記が必要とな

りますので、留意が必要です。

(2) 連結会計年度の途中で非連結子会社を連結の範囲に含めた場合

連結会計年度の途中で非連結子会社の重要性が高まったことに伴い、年度の途中から連結の範囲に

含めた場合には、期首から連結していたものとして当該連結子会社の損益を取り込みます。

たとえば、第2四半期において非連結子会社の重要性が高まって連結の範囲に含めた場合における、

第2四半期連結累計期間に係る四半期連結財務諸表は、当該子会社を期首から連結していたものとして

作成します。年度の連結財務諸表についても、期首から連結していたものとして作成します。この場合、連

結の範囲の変更は会計方針の変更に該当しないことから、遡及適用はされません。したがって、比較情報

としての前連結会計年度に係る連結財務情報は修正されず、当該子会社を連結の範囲に含めていないも

のを開示します。

(3) 連結子会社が仮決算から正規の決算に変更した場合

連結子会社による仮決算から正規の決算への変更は会計方針の変更に該当しないため、遡及処理は

行われません。

(4) 決算日を変更した場合

決算日の変更は会計方針の変更には該当しないため、遡及適用はされず、比較情報としては前連結会

計年度に係る連結財務情報を記載します。

当連結会計年度に係る連結財務諸表の具体的な取扱いは、以下のとおりです。

＜子会社の決算日の変更＞

たとえば、12月決算であった子会社が、親会社の決算日に合わせて3月決算に変更し、15ヶ月の決算

を組む場合、当連結会計年度に係る連結財務諸表に含まれる親会社の事業年度は12ヶ月（たとえば、

×1年4月1日～×2年3月31日）、子会社の事業年度は15ヶ月（たとえば、×1年1月1日～×2年3月31

日）となります。

＜親会社の決算日の変更＞

たとえば、3月決算であった子会社が、子会社の決算日に合わせて12月決算に変更し、9ヶ月の決算

を組む場合、当連結会計年度に係る連結財務諸表に含まれる親会社の事業年度は9ヶ月（たとえば、

×1年4月1日～×1年12月31日）、子会社の事業年度は12ヶ月（たとえば、×1年1月1日～×1年12月31

日）となります。

いずれの場合においても、両者のズレに相当する3ヶ月の子会社の損益については、利益剰余金で調

整する方法と、連結損益計算書を通して調整する方法があります。
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2009年12月4日に企業会計基準委員会より企業会計基準第24号「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準」（以下、基準という）及び企業会計基準適用指針第24号「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準の適用指針」（以下、適用指針という）が公表され、2011年4月1日以後開始する事業年度の期首

以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から適用されています（ただし、未適用の会計基準等

に関する注記は2011年4月1日以後開始事業年度から適用）。これに伴って、2010年9月30日に財務諸表の

用語、様式及び作成方法に関する規則（以下、財規という）等が改正され、当事業年度の財務諸表は、その

一部を構成するものとして比較情報を含めて作成しなければならないとされました。

比較情報に関しては、日本公認会計士協会から会計制度委員会研究報告第14号「比較情報の取扱いに

関する研究報告（中間報告）」（以下、研究報告という）が2012年5月15日に公表され、実務上の論点の解釈

が新たに示されました。当該研究報告は、公認会計士の業務の参考に資することを目的として公表されたも

のですが、企業の実務においても参考となりますので、本Monthly Reportにおいて、その内容を中心に解説

します。

なお、本文中、意見にわたる部分は筆者の個人的な見解であることを、あらかじめ申し添えます。

1. 比較情報とは

比較情報とは、当事業年度に係る財務諸表（附属明細表を除く）に記載された事項に対応する前事業年度

に係る事項をいいます 　　  　（財規6）。

比較情報としての前期の財務数値は、前期に提出された財務諸表自体を全体として修正したものではなく、

当期の財務諸表に含まれる比較情報の当期の財務数値に対応する前期の数値を期間比較の観点から、必

要な限りで修正・記載したものであると位置づけられます（企業会計審議会「監査基準の改訂について」2010

年3月26日）。

（注1）連結財務諸表においては、当連結会計年度に係る連結財務諸表（連結付属明細表を除く）に記載された事項に対応する前連

結会計年度に係る事項をいう（連結財規8の3）

2. 比較情報の開示に関する基本的な考え方

財務諸表等規則ガイドライン6において、比較情報に関する留意点が以下のように示されています。

・当事業年度に係る財務諸表において記載されたすべての数値について、原則として、対応する前事業年

度に係る数値を含めなければならない。

・当事業年度に係る財務諸表の理解に資すると認められる場合には、前事業年度に係る定性的な情報を

含めなければならない。

したがって、比較情報の開示は当事業年度に係る財務諸表の開示が基礎になります。ただし、その開示

の要否の検討に際しては、財務諸表利用者の意思決定に資するものかどうか、企業の業績等に関する適正

な判断のために必要かどうか、といった点について慎重に判断する必要があると考えられます。

3. 比較情報の開示に関する具体的な留意点（個別及び連結財務諸表）

(1) 重要な会計方針

① 全般的事項

比較情報としての前事業年度の財務諸表は、会計方針の変更等がない限り、当事業年度の財務諸

表と同一の会計方針によって作成されます。したがって、前事業年度の会計方針に関する注記を敢えて

繰り返して記載する必要はないと考えられます。

② 会計方針等の変更

当事業年度に会計方針の変更等が行われた場合、所定の注記が記載されるのに加え、原則として遡

及処理が行われるため、比較情報としての前事業年度の財務情報は当事業年度の財務諸表と同一の

会計方針によって作成されます。また、遡及処理が行われなかった場合においても、所定の注記が記載

されるため、会計方針等の変更の概要は把握できると考えられます。したがって、当事業年度に会計方

針等の変更が行われた場合であっても、前事業年度の会計方針に関する注記を敢えて繰り返して記載

する必要はないと考えられます。

また、前事業年度に会計方針の変更等が行われた場合、当該変更は当事業年度の財務諸表及び比

較情報としての前事業年度の財務情報に反映されているため、当該変更に係る注記の記載は不要であ

ると考えられます。

③ 引当金の計上基準

前事業年度において引当金を計上し、前事業年度の財務諸表において引当金の計上基準を重要な

会計方針として記載していたものの、当事業年度において引当金の対象となる事実がなくなり、当該引

当金を計上しなくなることがあります。この場合、当事業年度における会計方針として、引当金の計上基

準を記載する必要はないと考えられます。ただし、前事業年度において計上していた引当金の重要性が

高く、当該引当金の計上基準を開示することが財務諸表利用者の意思決定に資するものであり、企業

の業績等に関する適正な判断のために必要と判断されるときには、記載しなければなりません。

④ 会計方針の変更と表示方法の変更の区別

会計処理の変更に伴う表示方法の変更は「会計方針の変更」として取り扱い、会計処理の変更を伴

わない表示方法の変更（表示区分を超える変更を含む）は「表示方法の変更」として取り扱います（適用

指針7項、15項）。ここで、会計処理の変更とは、資産及び負債並びに損益の認識又は測定についての

変更を意味します（適用指針19項参照）。

したがって、たとえば、不動産賃貸収入の表示を単に営業外収益から売上高に変更するだけであれ

ば表示方法の変更となりますが、売上高と売上原価の総額表示を純額表示に変更する場合には会計

方針の変更となります。

(2) 営業外又は特別損益項目の別掲表示

固定資産売却損益のように、その重要性によって表示科目及び表示区分が以下のように複数考えられ

るケースがあります。

・営業外損益で別掲

・営業外損益の「その他」に包含

・特別損益で別掲

・特別損益の「その他」に包含

前事業年度と当事業年度における重要性が変化したことにより表示方法を変更する場合、財務諸表の

組替えに関する取扱いは以下のとおりとなります。

① 表示方法を変更するものの、表示区分は変更しないケース

前事業年度と当事業年度において営業外損益又は特別損益という表示区分は変更しないものの、固

定資産売却損益として別掲する又は「その他」として一括表示することにより表示方法を変更する場合、

財務諸表の組替えを行い、所要の注記を行います。

（例）前事業年度：固定資産売却益400が発生し、特別利益に別掲

当事業年度：固定資産売却益200が発生し、特別利益「その他」で一括表示

＜前事業年度＞

 

利益剰余金で調整するときは、当連結会計年度の期首（×1年4月1日）において、子会社の3ヶ月（×1年

1月1日～×1年3月31日）の損益を利益剰余金の増減として調整します。すなわち、同期間の損益を、連結

株主資本等変動計算書における利益剰余金の増減として取り扱い、「決算期の変更に伴う子会社剰余金

の増加高」等の適切な名称で表示します。その結果、第1四半期（×1年4月1日～×1年6月30日）に係る連

結損益計算書においては、親会社及び子会社の同期間の損益が取り込まれることとなります。

また、連結損益計算書を通して調整するときは、第1四半期（×1年4月1日～×1年6月30日）に係る連結

損益計算書において、親会社の同期間の損益と、子会社の6ヶ月（×1年1月1日～×1年6月30日）の損益

を取り込みます。

なお、やむを得ず第4四半期において決算日の統一を行う場合には、連結損益計算書を通して調整する

方法のみが採用でき、実施した会計処理の概要のほか、その理由も記載することが適当と考えられます。

(5) その他

研究報告の公開草案では、他の会社の支配を喪失した等の理由により連結財務諸表の作成がなくなっ

た場合における、当事業年度の個別財務諸表に係る比較情報の取扱いが記載されていました。しかし、公

開草案の公表後、さらに関連して検討すべき事項が生じたため、結論を含めて引き続き検討することとさ

れ、同項目については削除されています（会計制度委員会研究報告第14号「比較情報の取扱いに関する

研究報告（中間報告）」の公表について）。また、整理すべき新たな実務上の論点が今後生じた場合にも、

本研究報告に追加していくことが予定されています。

したがって、今後の実務の動向には留意が必要です。
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